
尾道市立地適正化計画作成支援業務 仕様書 

 

第１章 総 則 

 

１ 適用範囲 

本仕様書は、尾道市（以下「発注者」という。）が発注する「尾道市立地適正化計画作成支援業務」（以

下「本業務」という。）に適用する。 

 

２ 業務目的 

本業務は、人口減少や少子高齢化の進展など社会構造が変化するなか、誰もが安全・安心に住み続け

られる持続可能なまちづくりを推進するため、都市再生特別措置法（平成 14 年 4 月 5 日法律第 22 号）

第 81 条第 1 項に基づく「尾道市立地適正化計画」（以下「本計画」という。）の作成について支援する

ことを目的とする。 

また、本計画作成に関わり、尾道市都市計画マスタープラン（平成 30 年 3 月策定）（以下「マスター

プラン」という。）の計画内容の一部見直しを行う。 

 

３ 業務の範囲 

本業務の対象範囲は、都市計画区域外を含む市全域とする。 

 

４ 業務の履行期間 

 契約締結日から令和 8 年 3 月 31 日まで 

 

５ 準拠する法令等 

本業務の実施については、本仕様書に定めるもののほか、次に掲げる法令等に準拠して実施するもの

とする。 

（１）都市計画法（昭和 43 年 6 月 15 日法律第 100 号） 

（２）都市再生特別措置法（平成 14 年 4 月 5 日法律第 22 号） 

（３）都市計画運用指針第 12 版（令和 6 年 3 月 29 日一部改正）【国土交通省都市局都市計画課】 

（４）立地適正化計画作成の手引き（令和 6 年 4 月改訂）【国土交通省都市局都市計画課】 

（５）尾道市総合計画後期基本計画（令和 2 年 3 月策定） 

（６）尾道市都市計画マスタープラン（平成 30 年 3 月策定） 

（７）尾道市地域公共交通計画（令和 5 年 3 月策定） 

（８）その他関係法令及び通達並びに関係計画等 

 

６ 配置予定技術者 

 受託者は、以下の要件を満たす管理技術者及び照査技術者を選任することとする。 

 （１）管理技術者 

   管理技術者は、業務全般にわたる技術的管理を行う者とし、技術士（建設部門：都市及び地方計

画）又はＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画）の資格を有し、平成 30 年度以降において、地方自治



体が発注した立地適正化計画作成支援業務又は改定支援業務について、技術者としての履行経験を

有する者。 

 （２）照査技術者 

   照査技術者は、成果物の内容の技術上の照査を行う者とし、管理技術者と同等の資格を有し、平

成 30 年度以降において、地方自治体が発注した立地適正化計画作成支援業務又は改定支援業務に

ついて、技術者としての履行経験を有する者。 

 

７ 提出書類 

 受注者は、本業務を実施するにあたり、下記の書類を提出するものとする。 

（１）業務計画書 

（２）業務着手届 

（３）管理技術者・照査技術者選任通知書 

（４）その他発注者が必要と認める書類 

 

８ 資料の貸与及び取扱 

発注者が保有する資料について、発注者が本業務の実施にあたり必要と認めた場合は、受注者に対し

て貸与するものとする。受注者は、貸与資料の紛失、汚損、破損がないよう十分注意して取り扱い、本

業務完了後は、速やかに発注者に返却しなければならない。また、貸与資料について、発注者の許可を

得ずに複製してはならない。 

 

９ 打ち合わせ協議 

 受注者は、本業務の契約期間中、発注者と緊密な連絡のもとに作業を履行し、発注者が必要とする場

合には、協議を行わなければならない。受注者は、協議内容を明確に記載した協議簿を作成した上で発

注者に提出し、承認を得るものとする。 

なお、打ち合わせ協議は、業務着手時、中間（各年 2 回）、成果品納品時の 6 回程度を見込む。 

 

１０ 工程管理 

 受注者は、業務工程表に基づく適正な工程管理に努めるとともに、本業務の進捗状況を適宜発注者に

報告するものとする。 

 

１１ 検査 

 受注者は、全工程が終了したときは、成果品について発注者の検査を受け、この検査の合格をもって

完了とし、成果品の引渡しを行うものとする。検査の結果、成果品が合格しなかった場合は、受注者の

負担において速やかに必要な修正を行い、発注者の再検査を受けなければならない。 

 

１２ 成果品の瑕疵 

 納品後、成果品に瑕疵が発見された場合においては、受注者は発注者の指示に従い、必要な処理を受

注者の負担において行うこととする。 

 



１３ 成果品に対する責任 

 本業務完了・引渡し後であっても、受注者の過失又は疎漏に起因する不良箇所が発見された場合は、

速やかに成果品の改善をしなければならない。また、これに要する経費は受注者の負担とする。 

 

１４ 成果品の帰属 

 本業務で履行した内容は、すべて発注者に帰属するものとする。受注者は、成果品又は収集した資料

等を発注者の承諾なく他に公表し、貸与又は使用させてはならない。ただし、受注者が従来から権利を

有している固有の知識、著作権、技術に関する権利など（以下「権利保留物」という。）は、受注者に保

留させるものとする。 

 

１５ 秘密保持 

 受注者は、本業務履行上、知り得た情報、図面及び資料等について、発注者の承認を得ずに第三者に

漏らしてはならない。この守秘義務については、契約終了後も継続するものとする。なお、受注者の責

めにより秘密が漏洩し、発注者が損害を受けた場合は、受注者はその損害に対し賠償の責任を負うもの

とする。 

 

１６ 疑義 

本仕様書に記載のない事項及び本業務の履行に関して生じた疑義については、発注者と受注者で協議

の上、解消するものとする。 

  



第２章 業務内容 

 

１ 計画準備【令和 6 年度】 

 本業務を効率的に実施するため、業務の目的、内容等を的確に把握するとともに、業務計画書を作成

し、発注者の承認を得ることとする。なお、本業務は「令和 5 年度尾道市立地適正化計画作成業務（以

下「令和 5 年度業務」という。）」で調査・整理した「本市の現状分析と課題」、「市民意向調査結果」、

「立地適正化計画によるまちづくりの方向性」等を基に実施する。 

 なお、令和 5 年度業務成果品に係るデータについては、発注者から DVD 形式で資料提供する。 

  

２ 立地適正化計画の作成支援 

 「立地適正化計画作成の手引き」を準拠し、計画の作成支援を行う。 

 なお、詳細については以下のとおりとする。 

 

（１）現状と課題の整理【令和 6 年度】 

本市の現状と課題について、令和 5 年度業務で整理した内容を基に、GIS データや都市計画基礎

調査（広島県）結果等のデジタル技術を活用し、複数の要素（人口分析と都市機能の立地状況等）

を重ね合わせながら、都市の現状や課題について分析する。 

     また、尾道市後期総合基本計画等の上位計画や関連計画を把握し、連携を図るべき施策、誘導施

設、防災・減災対策等に関連する施策等についても整理する。 

 

（２）立地適正化に関する基本的な方針の検討【令和 6 年度】 

（ア）まちづくり方針（ターゲット）の検討 

     都市全体及び地域別を対象とした分析及び課題や将来見通しなどを踏まえ、本市におけるま

ちづくりの方針（ターゲット）を検討する。 

   （イ）目指すべき都市の骨格構造の検討 

     マスタープランにおける拠点形成の考え方に基づき、本計画で定める各拠点等の設定方針を

整理し、各種拠点や公共交通軸等、目指すべき都市の骨格構造を検討する。 

 

（３）居住誘導区域の検討【令和 6 年度】 

「立地適正化に関する基本的な方針」に基づき、人口減少社会においても将来的にわたって一定

の人口を維持することを目的として、居住誘導区域を設定する。また、居住誘導区域外における生

活利便性や交通利便性を確保するため、居住誘導区域に変わる独自区域の設定についても検討する。 

 なお、GIS を活用した詳細な区域図（1/2,500 精度）を作成し、市が指定する形式(Shape 形式等)

によって納品すること。 

 

（４）都市機能誘導区域及び誘導施設の検討【令和 6 年度】 

「立地適正化に関する基本的な方針」に基づき、居住誘導区域との整合を図りながら、都市全体

の暮らしを支える生活拠点となる都市機能誘導区域を設定する。また、都市機能誘導区域に関する

基本的な考え方や都市機能の立地状況、市民の生活行動等を踏まえ、誘導施設（都市機能増進施設）



を設定する。なお、GIS を活用した詳細な区域図（1/2,500 精度）を作成し、市が指定する形式(Shape

形式等)によって納品すること。 

 

（５）誘導施策の検討【令和 6 年度】 

居住誘導及び都市機能誘導を図るため、各種支援事業等の活用や区域外における住宅や誘導施設

の建築・開発に係る届出・勧告制度など、市が講ずるべき施策について整理する。 

また、空き家や低未利用地等の既存ストックの活用、まちづくりと公共交通が連携する施策や都

市計画施設の更新・改修事業について整理する。 

 

（６）防災指針の検討【令和 6 年度】 

都市の防災に関する機能を確保するため、以下の項目について整理する。 

（ア）災害リスクの分析及び課題の抽出 

災害ハザード情報や人口、都市機能の分布といった都市の情報と想定される災害ハザード情

報を重ね合わせることで、災害リスクの高い地域の分析を行い、防災上の課題について整理す

る。 

（イ）防災まちづくりの将来像及び取組方針の検討 

防災上の課題を踏まえ、安全な居住誘導区域を形成するための防災まちづくりの将来像を検

討するとともに、災害リスクを低減又は回避する取組方針について整理する。 

（ウ）防災まちづくりの具体的な取組・スケジュール・目標値の検討 

関係機関等との調整を図りながら、災害リスクを低減・回避するための取組（ハード・ソフ

ト面）について整理する。また、具体的な取組スケジュールを整理するとともに、取組の実施

に合わせた目標値を整理する。 

 

（７）デジタル技術を活用したまちづくりの検討【令和 6・7 年度】 

   本計画の作成にあたり、GIS データをはじめとするデジタル技術の効果的な手法について検討し、

デジタル技術による分析・評価や住民参加等の取組を行う。 

 

（８）定量的な目標値・評価方法の検討【令和 7 年度】 

  定量的な目標値の設定・評価方法の検討のため、以下の項目について整理する。 

  （ア）定量的な目標値等の検討 

     計画における定量的な目標や誘導施策の実施等により期待される効果指標を検討するとと

もに、各指標の現状値、目標年次における目標値を設定する。 

  （イ）計画の評価方法等の検討 

     目標値の達成状況や本計画で位置付ける施策の進捗状況を把握するため、本計画の検証体制、

評価時期、評価方法、見直し方針等を検討する。 

 

（９）資料作成【令和 7 年度】 

以上を踏まえ、本計画の計画書、概要版、届出制度の周知資料を作成する。 

 



３ その他関連業務 

（１）都市計画法第 34 条 11 号（50 戸連たん制度）に基づく運用の見直し検討【令和 6 年度】 

（ア）運用の見直し検討 

都市計画法の一部改正（令和 4 年 4 月 1 日施行）に伴う開発許可制度の見直しに係り、都市計

画基礎調査（広島県）の活用、現地確認等により、市街化調整区域における建築状況、空地状況

を把握し、本計画（居住誘導区域）、マスタープランとの整合を図りながら、備後圏都市計画区域

における開発許可対象区域の指定箇所の設定を行う等、50 戸連たん制度に基づく運用の見直し

を行う。 

（イ）開発許可対象区域図面の作成 

運用の見直し検討を踏まえて、開発許可対象区域図（1/2,500 精度）を作成し、市が指定する形

式(Shape 形式等)によって納品すること。 

 

（２）マスタープランの見直し【令和 6・7 年度】 

本計画及び用途地域の見直しとの整合を図るため、マスタープランの見直し案を作成する。なお、

「基本構想」、「都市構想」等の抜本的な見直しではなく、数値データの更新や本計画との整合を図

ることを目的とする。 

 

（３）誘導区域に係る用途地域の見直し【令和 6・7 年度】 

（ア）変更素案の精査 

令和 5 年度業務で整理した「用途地域見直し素案」を基に、都市計画基礎調査（広島県）等を

活用して、用途地域の変更について精査し、確定案を作成する。 

変更する用途地域によっては、事業者等へのアンケートが必要になるため、アンケートの実施

を含む。 

（イ）関係機関協議資料の作成 

広島県下協議、関係機関等との関係機関協議資料を作成する。 

（ウ）都市計画変更図書の作成 

広島県都市計画の手引きに基づき、都市計画変更図書を作成する。 

（エ）住民説明会、都市計画審議会資料の作成 

住民説明会、都市計画審議会における説明資料の原稿（パワーポイント）を作成する。 

 

（４）協議会等の開催支援【令和 6・7 年度】 

（ア）地域説明会の開催支援 

本計画の作成、用途地域の見直しに係る地域説明会の開催にあたり、会議資料の準備、会議へ

の出席及び議事録の作成等、運営補助を行う。 

なお、地域説明会の開催数は次のとおり見込む。 

 地域説明会（5 地域） 10 回〔令和 6 年度：5 回、令和 7 年度：5 回〕 

（イ）協議会等の開催支援 

本計画の作成に向けて開催する協議会等について、会議資料の準備、会議への出席及び議事録

の作成等、運営補助を行う。 



なお、会議の開催数は次のとおり見込む。（委員への謝礼・交通費等は、本業務には含まない。） 

庁内会議  6 回〔令和 6 年度：3 回、令和 7 年度：3 回〕 

都市計画審議会 2 回〔令和 6 年度：1 回、令和 7 年度：1 回〕 

都市再生協議会 4 回〔令和 6 年度：2 回、令和 7 年度：2 回〕 

 

 （５）パブリックコメントの実施支援【令和 7 年度】 

本計画及びマスタープランに係る計画案の情報公開や意見募集を行うため、パブリックコメント

を実施するための資料作成、意見整理等の支援を行う。 

また、受注者は、パブリックコメントの回答のとりまとめを行い、発注者に提出するものとする。 

 

（６）業務報告書の作成【令和 6・7 年度】 

各年度の検討内容をとりまとめて、各年業務報告書を作成する。 

 

（７）打合せ協議【令和 6・7 年度】 

打合せ協議は、業務着手時、中間（各年 2 回）、成果品納入時の合計 6 回程度を見込む。 

 

４ 納入成果品 

成果品の内容は以下の通りとし、その他発注者が必要とする書類を提出する。 

・各年度業務報告書  A4 版ファイル製本 各年度 3部 

・尾道市立地適正化計画 計画書  A3 版レザック製本  100 部 

・尾道市立地適正化計画 概要版  A3 版 8 頁中綴製本  100 部 

・都市機能誘導区域・居住誘導区域図  A0 版   10 部 

・尾道市都市計画マスタープラン 計画書  A4 版レザック製本  100 部 

・尾道市都市計画マスタープラン 概要版  A3 版 8 頁中綴製本  100 部 

・50 戸連担制度許可対象区域図面（1/10,000 精度）  A0 版    10 部 

・上記の電子データ  DVD 等     1 式 

  



別記「個人情報取扱特記事項」 

 

１ 基本的事項 

 受注者は、この契約による業務（以下「業務」という。）を行うに当たっては、個人情報の保護に関す

る法律（平成 15 年法律第 57 号）に基づき、個人の権利利益を侵害することのないよう個人情報を適正

に取り扱わなければならない。 

 

２ 秘密の保持 

 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用し

てはならない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 

 

３ 取得の制限 

受注者は、業務を行うために個人情報を取得するときは、当該業務の目的を達成するために必要な範

囲内で、適法かつ公正な手段により取得しなければならない。 

 

４ 目的外利用・提供の禁止 

 受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、業務に関して知り得た個人情報を利用目的以外

の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない。 

 

５ 安全管理措置 

 受注者は、業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人情報の安全管

理のために必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

 

６ 従事者への周知及び監督 

 受注者は、業務に従事している者（以下「従事者」という。）に対し、在職中及び退職後において、業

務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならないこ

とを周知するとともに、業務を処理するために取り扱う個人情報の安全管理が図られるよう、従事者に

対して必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

 

７ 個人情報の持ち出しの禁止 

 受注者は、発注者の指示又は承諾を得た場合を除き、個人情報が記録された資料等をこの契約に定め

る実施場所その他発注者が定める場所の外に持ち出してはならない。 

 

８ 複写・複製の禁止 

 受注者は、発注者の承諾があるときを除き、業務を行うために発注者から引き渡された個人情報が記

録された資料等を複写し、又は複製してはならない。 

 

９ 再委託等に当たっての留意事項 

 受注者は、発注者の書面による承諾を得て業務の全部又は一部を第三者に委託（２以上の段階にわた



る委託をする場合及び受注者の子会社（会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号に規定する子

会社をいう。）に委託をする場合を含む。以下「再委託等」という。）する場合には、再委託等の相手方

に対し、発注者及び受注者と同様の安全管理措置を講じなければならないことを周知するとともに、こ

の契約に基づく個人情報の取扱いに関する一切の義務を遵守させるものとする。 

 

１０ 再委託等に係る連帯責任 

 受注者は、再委託等の相手方の行為について、再委託等の相手方と連帯してその責任を負うものとす

る。 

 

１１ 再委託等の相手方に対する管理及び監督 

 受注者は、再委託等をする場合には、再委託する業務における個人情報の適正な取扱いを確保するた

め、再委託等の相手方に対し適切な管理及び監督をするとともに、発注者から求められたときは、その

管理及び監督の状況を報告しなければならない。 

 

１２ 個人情報の返還又は廃棄 

 受注者は、業務を行うために発注者から提供を受け、又は自らが取得した個人情報が記録された資料

等について、業務完了後、発注者の指定した方法により、直ちに返還又は廃棄しなければならない。 

 

１３ 取扱状況の報告及び調査 

 発注者は、必要があると認めるときは、受注者又は再委託等の相手方に対して、業務を処理するため

に取り扱う個人情報の取扱状況を報告させ、又は調査を行うことができる。 

 

１４ 漏えい等の発生時における報告 

 受注者は、業務に関し個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の個人情報の安全の確保に係る事態が発

生し、又は発生したおそれがあること（再委託等の相手方により発生し、又は発生したおそれがある場

合を含む。）を知ったときは、直ちに発注者に報告し、発注者の指示に従わなければならない。 

 


